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中小企業⇒中小企業

大企業⇒大企業

中小企業⇒大企業

大企業⇒中小企業

大企業⇒官公庁

中小企業⇒官公庁

• 企業規模別に見ると、出向元・出向先ともに中小企業の方が多く、出向元における中小企業割合は約

62％、出向先における中小企業割合は約58％となっている。

• 中小企業⇒中小企業が最多の4,456人（43％）、以下、大企業⇒大企業2,271人（22％）、

中小企業⇒大企業1,992人（19％）、大企業⇒中小企業1,606人（15％）

• 産業雇用安定助成金の出向実施計画届受理件数は、

制度創設の令和3年2月5日から１年が経過した令和4年2月4日時点までに
出向労働者数 ：10,440人分
出向元事業所数： 1,063所分
出向先事業所数： 1,746所分 となっている。

産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況①

企業規模別

出向元
出向先

大企業 中小企業 計

大企業 2,271 1,992 4,263

中小企業 1,606 4,456 6,062

官公庁 64 51 115

計 3,941 6,499 10,440

概要

別添１
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• 産業別に見ると、出向元の最多は運輸業・郵便業（4,103人）、出向先の最多は製造業（2,085人）、

出向成立の最多は製造業⇒製造業（1,271人）、異業種への出向割合は62.9％

• 出向元は上位6業種で全体の約93％、出向先は上位6業種で全体の約77％を占めている

• 出向元＞出向先 Ｈ：運輸業・郵便業、Ｍ：宿泊業、飲食サービス業、Ｎ：生活関連サービス、娯楽業

産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況②

39%
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出向元

構成比

Ｈ：運輸業・郵便業
Ｅ：製造業
Ｍ：宿泊業、飲食サービス業
Ｎ：生活関連サービス、娯楽業
Ｒ：サービス業（他に分類されないもの）
Ｉ：卸売業、小売業
ほか

20%
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出向先

構成比

Ｅ：製造業
Ｒ：サービス業（他に分類されないもの）
Ｈ：運輸業・郵便業
Ｉ：卸売業、小売業
Ｍ：宿泊業、飲食サービス業
L：学術研究、専門・技術サービス業
ほか

産業別
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産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況③

大企業：産業別

中小企業：産業別

※官公庁への出向が115名

• 出向元の最多は運輸業・郵便業（1,225人）、出向先の最多は製造業（1,040人）

• 出向元の最多は運輸業・郵便業（2,878人）、出向先の最多はサービス業（他に

分類されないもの）（1,265人）



産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況④

出向元：主な産業別上位5社

運輸業・郵便業

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社 航空運輸業 357

2 Ｂ社
運輸に付帯する
サービス業 350

3 Ｃ社
運輸に付帯する
サービス業 263

4 Ｄ社
運輸に付帯する
サービス業 213

5 Ｅ社
運輸に付帯する
サービス業 180

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社
輸送用機械器具
製造業 96

2 Ｂ社
輸送用機械器具
製造業 84

3 Ｃ社
輸送用機械器具
製造業 82

4 Ｄ社 輸送用機械器具
製造業 78

5 Ｅ社 業務用機械器具
製造業 75

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社 宿泊業 139
2 Ｂ社 宿泊業 97
3 Ｃ社 宿泊業 59

4 Ｄ社 飲食店 51
5 Ｅ社 宿泊業 49

製造業 宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス・娯楽業

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社 娯楽業 409

2 Ｂ社
その他の生活関連
サービス業 108

3 Ｃ社
その他の生活関連
サービス業 47

4 Ｄ社
その他の生活関連
サービス業 23

5 Ｅ社
その他の生活関連
サービス業 22

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社
その他の事業
サービス業 108

2 Ｂ社
その他の事業
サービス業 89

3 Ｃ社
その他の事業
サービス業 77

4 Ｄ社
その他の事業
サービス業 59

5 Ｅ社
その他の事業
サービス業 48

事業所名 産業分類（中分類） 送出人数

1 Ａ社 飲食料品小売業 181

2 Ｂ社 その他の小売業 45

3 Ｃ社 その他の卸売業 41

4 Ｄ社 各種商品卸売業 39

5 Ｅ社 各種商品小売業 38

サービス業（他に分類されないもの） 卸売業・小売業

出向元はいわゆる人流を支える観光や交通が多い



産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況⑤

出向先：主な産業別上位5社

製造業

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社
電子部品・デバイ
ス・電子回路製造業 108

2 Ｂ社
生産用機械器具
製造業 91

3 Ｃ社
輸送用機械器具
製造業 80

4 Ｄ社 食品製造業 68
5 Ｅ社 化学工業 50

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社
その他の事業
サービス業 371

2 Ｂ社
職業紹介・労働者
派遣業 238

3 Ｃ社
その他の事業
サービス業 129

4 Ｄ社 職業紹介・労働者
派遣業 96

5 Ｅ社 その他のサービス
業 68

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社 道路貨物運送業 472

2 Ｂ社 道路貨物運送業 129
3 Ｃ社 道路貨物運送業 95
4 Ｄ社 道路貨物運送業 75
5 Ｅ社 道路旅客運送業 35

運輸業・郵便業

学術研究、専門・技術サービス業

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社 各種商品小売業 199

2 Ｂ社 各種商品卸売業 148
3 Ｃ社 その他の小売業 86
4 Ｄ社 機械器具卸売業 83
5 Ｅ社 飲食料品卸売業 56

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社 飲食店 56

2 Ｂ社 宿泊業 53
3 Ｃ社 宿泊業 46
4 Ｄ社 宿泊業 31
5 Ｅ社 飲食店 24

事業所名 産業分類（中分類） 受入人数

1 Ａ社 専門サービス業 125

2 Ｂ社 技術サービス業 55

3 Ｃ社 専門サービス業 41

4 Ｄ社 専門サービス業 30

5 Ｅ社 専門サービス業 16

卸売業・小売業

サービス業（他に分類されないもの）

宿泊業・飲食サービス業

出向先は物流を支える産業や非対面系の業務が多い
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産業雇用安定助成金 出向実施計画届受理状況⑥

出向労働者数・出向元事業所数・出向先事業所数 実績の推移
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